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１ 財務書類の読み方 

 

新地方公会計制度における財務書類は、「貸借対照表」（バランスシート）、「行政コスト計算書」、「

純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の４つの表で構成されており、地方公共団体の財務書類は、財務

４表と呼ばれる場合もあります。本市においては、国より提示された方式の一つである「総務省方式改訂モ

デル」により、普通会計財務諸表及び連結財務書類を作成しています。 

ここでは、普通会計財務４表の読み方について説明します。 

 

⑴ 貸借対照表とは 

 

  地方公共団体における貸借対照表は、これまでの行政活動によって形成された道路、建物や土地などの

資産残高と、その資産を形成するために要した財源（負債や純資産）の残高を表したものです。表の左側

の借方には取得した資産が、右側の貸方にはその資産を取得するために要した負債や、資産と負債の差額

である純資産が示されており、借方合計と貸方合計は一致するようできています。(資産＝負債＋純資産) 

借  方 貸  方 

1.公共資産 

 

2.投資等 

 

 3.流動資産 

1.固定負債 

 

 2.流動負債 

 

 

① 資産の部  

資産の部は、「公共資産」、「投資等」、「流動資産」から構成されています。 

「公共資産」は、土地、建物、構築物、機械装置、備品など、自治体が公共サービスを提供するた

めに長期間にわたって使用する資産などをさします。「投資等」には、投資及び出資金や貸付金、特

定の目的のために積み立てている基金、また、１年以上回収できていない債権などを計上します。「

流動資産」は、現金預金や財政調整基金、減債基金、１年以内に回収できなかった未収金などをさし

ています。 

 

② 負債の部  

 負債とは、将来に返済や支払いの義務があるものをいいます。負債の部には、「地方債」の他に、

債務負担行為などの「未払金」、「退職手当引当金」、「賞与引当金」などが計上されます。 

   負債のうち、１年以上先に返済や支払いの義務が発生するものを「固定負債」、１年以内に発生する

ものを「流動負債」として計上します。 

 

③ 純資産の部  

 純資産は、資産と負債の差額で、資産形成に充てられた財源のうち、既に支払いが済んだ部分とい

う意味合いを持っています。純資産の部は、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一

般財源等」、「その他一般財源等」、「資産評価差額」で構成されています。 

   「公共資産等整備国県補助金等」とは、公共資産を取得するために使われた国庫支出金及び県支出金

の合計額です。「公共資産等整備一般財源等」とは、公共資産を取得するために使われた一般財源等の

合計です。一般財源等とは、地方税や地方交付税などが該当します。「その他一般財源等」とは、公共

資産以外の資産を取得する目的で使われた一般財源等です。「資産評価差額」には、資産を取得した時

の価額と売却時の価額の差を計上します。 

資産合計 

負債合計 

純資産合計 

本 市 が 現 在 

保有する資産 

の総額 

資産形成の 

ため、将来支 

払う額など 

 

資産形成のた

め、すでに支払

った額など 
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⑵ 行政コスト計算書とは 

 

  行政コストとは、行政サービスのうち、人的サービスや給付サービスなどの、資産の形成にはつながら

ない費用のことをいいます。貸借対照表が資産の増減に着目していたのに対して、行政コスト計算書は、

その会計期間における資産の増減を伴わない費用と収益を計算します。行政コスト計算書は、どのような

分野（行政目的別）にどのようなコスト（性質別）がかかっているかが分かるよう格子状（マトリックス

表示）に表示されています。 

 

経常行政コスト 行政目的別コスト 

１人にかかるコスト 

２物にかかるコスト 

３移転支出的なコスト 

４その他のコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

経常収益  

使用料・手数料 

 分担金・負担金・寄附金 

 その他の収益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純経常行政コスト     

 

  行政活動の目的は公共の福祉の増進を図るもので、必ずしも利益を出すことを目的として活動しており

ません。行政コスト計算書は、企業会計における「損益計算書」に該当するものですが、「損益計算書」

とは異なる見方が必要となります。総務省が提示するモデルでは、税収や地方交付税などは、収益とはみ

なさず「純資産変動計算書」に計上されます。したがって、行政コスト計算書の「経常収益」には、使用

料・手数料や分担金・負担金等の行政サービスに係る直接の対価（受益者負担分）のみが計上され、ほと

んどの地方自治体においては、収益をコストが上回る結果となります。（経常行政コスト－経常収益＝純

経常行政コスト）  

 

① 経常行政コスト 

 経常行政コストは、性質別に、「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」、「移転支出的なコ

スト」、「その他のコスト」に分類されます。 

   「人にかかるコスト」とは、行政サービスに係わる人にかかるコストのことで、「人件費」や「退職

手当引当金繰入等」、「賞与引当金繰入等」が該当します。引当金繰入とは、職員が１年働いたことに

よる退職金や賞与の増減分のことです。 

   「物にかかるコスト」とは、行政サービスを提供する上で必要になる消耗品や、建物の補修など物に

かかるコストのことで、「物件費」、「維持補修費」、「減価償却費」などが該当します。 

 「移転支出的なコスト」とは、社会保障給付や、他団体などへ支出した分をコストとして計上しま

す。「社会保障給付」、「補助金等」、「他会計等への支出額」、「他団体への公共資産整備補助金

等」が該当します。 

   「その他のコスト」は、上記３つ以外のコストをまとめて計上します。「支払利息」、「回収不能見

込計上額」、「その他行政コスト」が該当します。「回収不能見込計上額」は、収入予定だった地方税

等が、滞納などにより回収できないであろうと見込んだ額です。過去の不納欠損額をもとに算出します。 

 

② 経常収益 

   経常収益は、提供した行政サービスに対する直接の対価のことで、「使用料・手数料」、「分担金・

負担金・寄附金」が該当します。 

 

 

行政分野別のコストが分かる 

経常行政コスト－経常収益 

＝純経常行政コスト 

行政サービスを提供

するためのコスト 

行政サービス直

接対価としての

収入 
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⑶ 純資産変動計算書とは 

 

  純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように変動したのかを計算する財務書

類です。その計算は、前年度貸借対照表の純資産に対して、どれだけの収入があり、どれだけ収入を減ら

す要因があったかを差し引きして行います。結果は当年度貸借対照表の純資産と一致します。 

期首純資産残高 

 

 

 

 

 

 

期末純資産残高 

 

① 純資産変動計算書の構成 

 純資産変動計算書は、「期首純資産残高」、「純経常行政コスト」、「一般財源」、「補助金等受

入」、「臨時損益」などで構成されています。 

   「期首純資産残高」とは、前年度の貸借対照表における純資産の部の各項目が計上され、純資産変動

計算書のスタート地点となります。 

   「純経常行政コスト」には、行政コスト計算書で計算した純経常行政コストの額が資産の減少要因と

して入ります。提供された行政サービスに対して受益者の負担で賄った分以外、つまり一般財源等で賄

わなければならない分を意味しています。「一般財源」には収入として計上されるものを「地方税」、

「地方交付税」、「その他行政コスト充当財源」の３つに分類して計上します。 

「補助金等受入」には、道路整備や建物の建設などに充てた国県補助金が計上されます。 

   「臨時損益」には、その名の通り臨時に発生した損益を計上します。具体的には、災害復旧事業費、

公共資産の除売却による損益などが該当します。 

△減少要因 

増加要因 

前年度末の純

資産残高 

当年度末の純

資産残高 



 

 4 

⑷ 資金収支計算書とは 

 

 資金収支計算書とは、１年間の収入と支出を、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「

投資・財務的収支の部」の３つの活動区分に分類して、支出と財源の関係など資金の流れを見るための

財務書類です。期末の資金残高は、貸借対照表の中の「歳計現金」（連結貸借対照表においては「資金

」）と一致します。 

 

 

 

 

 

① 資金収支計算書の構成 

   資金収支計算書は、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」に

分類されます。それぞれの支出と、それに対応する収入を差し引きして当年度の資金の増減額と期末の

資金残高を計算します。 

   「経常的収支の部」には、人件費や物件費、社会保障給付など資産形成以外の目的で毎年経常的に支

出されるものと、地方税や地方交付税などの一般財源が計上されます。 

 「公共資産整備収支の部」には、道路や公園などの公共資産整備を目的とした支出と、その財源が

計上されます。 

   「投資・財務的収支の部」には、投資及び出資金、貸付金などの支出と、その財源が計上されます。 

経常的収支の部 

    支出、収入 

公共資産整備収支の部 

支出、収入 

投資・財務的収支の部 

支出、収入 

 

当年度資金増減額 

期首資金残高 

期末資金残高 

各活動区分ごとの 

支出とその財源 

一年間における資金

の増減額 

前年度末の資金残高 

当年度の現金収

支の結果、形成

された資金残高 
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２ 連結 

 

⑴ 作成に関する基本事項  

 

① 会計範囲 

 下記会計を連結した会計、総務省の報告書でいうところの連結財務書類を作成しています。 

 

区分 対象会計・団体 

普通会計 一般会計 

公営企業会計 水道事業会計（法適用） 

病院事業会計（法適用） 

公共下水道事業特別会計（法非適用） 

公営事業会計 国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

一部事務組合 南薩地区衛生管理組合 

南薩介護保険事務組合 

鹿児島県市町村総合事務組合 

鹿児島県後期高齢者医療広域連合 

地方三公社 枕崎市土地開発公社 

第三セクター 枕崎市かつお公社 

枕崎市水産センター 

南薩エアポート 

枕崎お魚センター 

南薩地域地場産業振興センター 

南薩木材加工センター 

 

② 作成に用いる基礎データ 

   普通会計と同様に、決算統計のデータを基礎数値として使用しています。ただし、水道事業会計や病

院事業会計といった法適用の公営企業会計及び地方三公社、第三セクターにおいては、個々の会計基準

に基づいた法定の決算書を作成しているため、それらを組替えて作成しています。また、決算統計の他

にも、各企業会計等の「歳入歳出決算書」や「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健

全化判断比率の算定資料等も使用しています。 

 

③ 作成基準日 

 普通会計に同じ。 

 

④ 一年基準の採用 

 普通会計に同じ。 

 

⑤ 相殺消去について 

 連結対象会計間での取引（会計間の繰出・繰入など）については、相殺消去しています。
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⑵ 平成２７年度決算に基づく連結財務書類の概要 

 

  ① 貸借対照表 

平成２８年３月３１日現在における資産総額は４４６億５，６４１万１千円で、市民一人当たりに

換算すると１９９万３千円となり、前年度（１９４万８千円）に比べ、４万５千円増加しています。

有形固定資産の行政目的別割合を見てみると、道路整備や下水道事業などの「生活インフラ・国土保

全」分野の占める割合が５８．６％と最も大きく、「教育」、「環境衛生」、「産業振興」分野と続

いています。 

一方、負債総額は２２２億５，８０５万１千円で、市民一人当たりに換算すると９９万３千円とな

り、前年度（９７万８千円）に比べ１万５千円増加しています。 

資産総額から負債総額を差し引いた純資産総額は、２２３億９，８３６万円で、市民一人当たりに

換算すると１００万円となり前年度（９７万円）に比べ３万円増加しています。 

 

② 行政コスト計算書 

平成２７年度１年間の経常行政コスト総額は、２２３億２，２０２万２千円で、市民一人当たりに

換算すると９９万６千円となり、前年度（９５万３千円）に比べ４万３千円増加しています。行政コ

ストを性質別に見てみると、社会保障給付などの「移転支出的なコスト」の占める割合が６１．２％

と最も大きく、物件費や減価償却費などの「物にかかるコスト」、人件費などの「人にかかるコスト

」と続いています。また、目的別に見てみると、「福祉」分野の占める割合が６０．８％と最も大き

く、「産業振興」、「環境衛生」、「生活インフラ・国土保全」分野と続いています。 

 

③ 純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」が１年間の行政活動によってどのように変動し

たかを計算する財務書類で、結果は２２３億９，８３６万円と、貸借対照表の「純資産合計」と一致

しています。 

 

④ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、１年間の収入と支出を、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「

投資・財務的収支の部」の３つの活動区分に分類して、支出と財源の関係など資金の流れを見るため

の財務書類で、期末の資金残高は３７億５，５６２万７千円と、貸借対照表の「資産の部」流動資産

の「資金」と一致しています。 

 

   平成２７年度決算に基づく連結財務書類の概要については上記のとおりですが、来年度からは新たに

統一的な基準による財務書類を作成することとなっており、固定資産台帳と複式簿記を導入することに

より、全般的な財務状況をより多面的かつ合理的に明らかにすることを通じて市民に対する一層の説明

責任を果たすとともに、行財政改革への積極的な活用を図っていきます。 
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⑶ 連結貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 22,157,129 ①普通会計地方債 9,560,486

②教育 5,147,096 ②公営事業地方債 5,676,062

③福祉 283,948  地方公共団体計 15,236,548

④環境衛生 5,100,328 (2) 関係団体

⑤産業振興 2,897,822 ①一部事務組合・広域連合地方債 3,230

⑥消防 983,928 ②地方三公社長期借入金 241,000

⑦総務 1,253,380 ③第三セクター等長期借入金 541,223

⑧収益事業 0  関係団体計 785,453

⑨その他 0 (3) 長期未払金 16,070

有形固定資産合計 37,823,631 (4) 引当金 3,363,963

(2) 無形固定資産 6,570 （うち退職手当等引当金） 3,313,466

(3) 売却可能資産 665,344 （うちその他の引当金） 50,497

公共資産合計 38,495,545 (5) その他 519,748

固定負債合計 19,921,782

２　投資等

(1) 投資及び出資金 31,545 ２　流動負債

(2) 貸付金 583,115 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 605,517 ①地方公共団体 1,544,890

(4) 長期延滞債権 215,424 ②関係団体 3,207

(5) その他 22,685  翌年度償還予定額計 1,548,097

(6) 回収不能見込額 △ 61,248 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 284,130

投資等合計 1,397,038 (3) 未払金 212,686

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 167,412

３　流動資産 (6) その他 123,944

(1) 資金 3,755,627 流動負債合計 2,336,269

(2) 未収金 175,535

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 22,258,051

(4) その他 861,071

(5) 回収不能見込額 △ 28,405 [純資産の部]

流動資産合計 4,763,828 １　公共資産等整備国県補助金等 6,725,555

２　公共資産等整備一般財源等 21,901,975

３　他団体及び民間出資分 204,000

４　繰延勘定 0 ４　その他一般財源等 △ 6,291,809

５　資産評価差額 △ 141,361

純資産 合計 22,398,360

資　　産　　合　　計 44,656,411 負債及び純資産合計 44,656,411

連結貸借対照表
(平成28年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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⑷ 連結行政コスト計算書 
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 ⑸ 連結純資産変動計算書 

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 22,152,556 6,777,805 24,381,416 204,000 △ 9,196,181 △ 14,484

純経常行政コスト △ 12,980,443 △ 12,980,443

一般財源

地方税 2,183,863 2,183,863

地方交付税 3,767,974 3,767,974

その他行政コスト充当財源 706,780 706,780

補助金等受入 6,695,459 303,425 6,392,034

臨時損益

災害復旧事業費 △ 48,463 △ 48,463

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 2,319 2,319

収益事業純損失 0 0

その他 0 0

基金積立金 0 0

損失補償等引当金繰入等 33,197 33,197

科目振替

公共資産整備への財源投入 646,788 △ 646,788

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 237,965 △ 237,965

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 148,308 148,308

減価償却による財源増 △ 355,675 △ 1,175,742 1,531,417

地方債償還に伴う財源振替 △ 1,257,849 1,257,849

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 △ 126,877 △ 126,877

無償受贈資産受入 0 0

その他 11,995 0 △ 782,295 794,290

期末純資産残高 22,398,360 6,725,555 21,901,975 204,000 △ 6,291,809 △ 141,361

連結純資産変動計算書
自　　平成27年4月　1日

至　　平成28年3月31日
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⑹ 連結資金収支計算書 

 

（単位：千円）

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等
支払利息
その他支出
支 出 合 計
地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
保険料
事業収入
諸収入
地方債発行額
長期借入金借入額
短期借入金増加額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
地方独立行政法人公共資産整備支出
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出
地方三公社公共資産整備支出
第三セクター等公共資産整備支出
支 出 合 計
国県補助金等
地方債発行額
長期借入金借入額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
地方債償還額
長期借入金返済額
短期借入金減少額
収益事業純支出
その他支出
支 出 合 計
国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
長期借入金借入額
公共資産等売却収入
収益事業純収入
その他収入
収 入 合 計
投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額
当年度資金増減額
期首資金残高
経費負担割合変更に伴う差額
期末資金残高

3,767,974
6,148,869

1,193,778

11,557,274
1,703,777

101,504
4,158,373

25,539,137

23,158,579
2,173,979

814,003

245,284
5,086,577

296,694
3,279,920

連結資金収支計算書
自　　平成27年4月　1日
至　　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
2,921,705

95,000

1,643,962

0
842,500

0

546,990

0

1,194,405
3,614,024

0

16,485
691,910

1,754

2,380,558

250
48,638

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,009,535

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0
59,176

1,448,666
△ 560,869

240

1,589,112

900
118,770

1,830,229
10

3,755,627
4,484

△ 95,182

0

234,896

340,618

3,516,247

56,317

134,858

0

0

71,349
1,200

△ 1,489,611

148,308

895

0
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３ 普通会計 

 

⑴ 作成に関する基本事項 

 

① 普通会計を対象 

   普通会計とは、「地方財政状況調査（決算統計）」作成上の概念的な会計で、一般会計にいくつかの

特別会計を加えたものです。本市の場合、一般会計のみが該当します。 

 

② 作成に用いる基礎データ 

 改訂モデルでは、決算統計のデータを基礎数値として使用します。決算統計データは、全ての地方公

共団体を通じて統一的なデータの把握ができること、電算処理化された昭和44年度に遡ってデータ操作

が比較的容易であることなどのメリットがあります。また、決算統計以外にも、歳入歳出決算書、「地

方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率の算定資料等も使用しています。 

 

③ 取得原価主義 

有形固定資産は、取得原価主義に基づいて計上しています。昭和44年度以降の決算統計における普

通建設事業費（他団体等に負担金・補助金等として支出した金額を除く）を集計し、減価償却計算を

行った金額を計上しています。 

 

④ 作成基準日 

   作成基準日は各年度の３月31日とします。ただし、出納整理期間（４月１日～５月31日）における出

納については、基準日までに終了したものとして算入します。 

 

⑤ 一年基準の採用 

   一年基準とは、貸借対照表の表示上、流動・固定を分類するにあたり、貸借対照表の基準日の翌日か

ら一年以内に入金または支払の期限が到来するものを流動資産または流動負債とし、それ以外のものを

固定資産または固定負債とする分類基準です。 
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⑵ 普通会計貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 9,560,486

①生活インフラ・国土保全 15,525,589 (2) 長期未払金

②教育 5,147,096 ①物件の購入等

③福祉 283,948 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 112,936 ③その他

⑤産業振興 2,029,252 長期未払金計 13,065

⑥消防 983,928 (3) 退職手当引当金 2,799,023

⑦総務 1,253,380 (4) 損失補償等引当金 50,497

有形固定資産合計 25,336,129 固定負債合計 12,423,071

(2) 売却可能資産 665,344

公共資産合計 26,001,473 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,158,920

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 127,204

①投資及び出資金 760,918 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 97,209 (5) 賞与引当金 129,760

投資及び出資金計 663,709 流動負債合計 1,415,884

(2) 貸付金 583,115

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 13,838,955

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 240,920

③土地開発基金 308,500 [純資産の部]

④その他定額運用基金 3,000 １　公共資産等整備国県補助金等 4,197,053

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 552,420 ２　公共資産等整備一般財源等 18,502,309

(4) 長期延滞債権 132,147

(5) 回収不能見込額 △ 40,732 ３　その他一般財源等 △ 6,747,735

投資等合計 1,890,659

４　資産評価差額 △ 141,361

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 15,810,266

①財政調整基金 1,112,050

②減債基金 230,500

③歳計現金 390,663

現金預金計 1,733,213

(2) 未収金

①地方税 28,942

②その他 7,104

③回収不能見込額 △ 12,170

未収金計 23,876

流動資産合計 1,757,089

資　　産　　合　　計 29,649,221 負 債 ・ 純 資 産 合 計 29,649,221

0

貸借対照表
（平成28年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

13,065

0
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,034,582千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 17,698,358 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 10,719,406 千円 10,719,406 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 16,194 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 3,439,073 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 3,284,999 千円 3,284,999 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 238,686 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 11,278,124 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,790,243 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 578,930 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 8,908,951 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 6,420,234 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は8,096,228千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は25,457,400千円です。

0

0

【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

16,194

3,439,073

0

238,686

4,563,567

0

204,146

30,310

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

7,665

63,951

4,563,567

2,120,313

780,404

1,662,850

666,671

105,373

149,924

318,297

3,251,686

 

 

＊作成に関する注記事項 

 

 ・売却可能資産 

普通財産のうち、現に公用もしくは公共用に供されていないものを選定し、固定資産税評価額をも

とに算出しています。 

 

・回収不能見込額 

   歳入歳出決算書より、過去５ヶ年度分の収入未済額及び不納欠損額から算出される不納欠損実績率を

もとに算出しています。 

 

・退職手当引当金 

   退職手当引当金は、健全化判断比率の算定様式における４⑤Ａ～Ｄ表の様式に基づき、作成基準日に

おいて普通会計に所属する職員数に応じ集計して算出しています。 

 



 

 14 

⑶ 普通会計行政コスト計算書 
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  ⑷ 普通会計純資産変動計算書 

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 16,135,339 4,222,681 18,683,071 △ 6,755,929 △ 14,484

純経常行政コスト △ 9,301,971 △ 9,301,971

一般財源

地方税 2,183,863 2,183,863

地方交付税 3,767,974 3,767,974

その他行政コスト充当財源 708,450 708,450

補助金等受入 2,457,842 201,435 2,256,407

臨時損益

災害復旧事業費 △ 49,870 △ 49,870

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 2,319 2,319

損失補償履行確定額 0 0

損失補償等引当金繰入等 33,197 33,197

科目振替

公共資産整備への財源投入 △ 1,281,324 1,281,324

公共資産処分による財源増 0 767,417 △ 767,417 0

貸付金・出資金等への財源投入 237,965 △ 237,965

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 167,732 167,732

減価償却による財源増 △ 227,063 △ 668,625 895,688

地方債償還に伴う財源振替 931,537 △ 931,537

資産評価替えによる変動額 △ 126,877 △ 126,877

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0

期末純資産残高 15,810,266 4,197,053 18,502,309 △ 6,747,735 △ 141,361

純資産変動計算書
自　平成27年4月　1日

至　平成28年3月31日
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⑸ 普通会計資金収支計算書 

 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

②

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は316千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　繰越金 △
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

1,344,339

15,385

375,278

390,663

227,700
△ 63,476

11,585,381
375,278

1,570,900
80,000

11,194,718

0

895

49,998

199,441

△ 1,461,602

37,814

1,226,978

1,661,043

240

148,308

0

△ 157,142

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

900

118,770

276,331

250

1,267,432

445,000

659,300

0

5,990

1,110,290

9,900,372

1,634,129

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

855,150

405,294

6,988

95,596

129,489

56,066

911,600

91,000

662,066

1,738,497

110,170

8,266,243

2,173,979

3,767,974

2,012,602

平成27年度における一時借入金の借入限度額は2,000,000千円です。

資金収支計算書
自　平成27年4月　1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,412,365

713,317

2,318,527

855,690

117,677
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４ 財務書類を活用した財政分析 

 

 作成した財務書類を様々な視点から分析することで、本市の財政状況をみることができます。 

ここで行う分析は、地方公会計の整備促進に関するワーキンググループが平成22年３月に公表した 

「地方公共団体における財務書類の活用と公表について」で提示されている指標をもとに行いました。 

 

⑴ 資産形成度  ～将来世代に残る資産はどれくらいあるのか～ 

 

①資産及び市民一人当たり資産額 

市民一人当たり資産額 ＝ 資産合計 ／ 住民基本台帳人口 

                                （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

資産合計 29,649,221 44,656,411 29,670,080 44,500,147 

住民基本台帳人口 22,409 人 22,840 人 

市民一人当たり資産額 1,323 1,993 1,299 1,948 

 

 

②有形固定資産の行政目的別割合 

 有形固定資産の行政目的別割合をみることにより、これまでにどのような分野に資産を形成して

きたかがわかります。 

                                          （単位：千円） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

生活インフラ・国土保全 15,525,589 61.3% 22,157,129 58.6% 15,535,551 61.1% 22,299,385 58.9%

教育 5,147,096 20.3% 5,147,096 13.6% 5,075,153 20.0% 5,075,153 13.4%

福祉 283,948 1.1% 283,948 0.7% 305,735 1.2% 305,735 0.8%

環境衛生 112,936 0.5% 5,100,328 13.5% 116,433 0.5% 4,835,122 12.8%

産業振興 2,029,252 8.0% 2,897,822 7.7% 2,208,594 8.7% 3,142,898 8.3%

消防 983,928 3.9% 983,928 2.6% 889,538 3.5% 889,538 2.4%

総務 1,253,380 4.9% 1,253,380 3.3% 1,284,951 5.0% 1,284,951 3.4%

有形固定資産　合計 25,336,129 100.0% 37,823,631 100.0% 25,415,955 100.0% 37,832,782 100.0%

平成26年度

普通会計 連結

平成27年度

連結普通会計

 

③歳入額対資産比率 

 当年度の歳入総額に対する資産の割合をみることにより、これまでに形成された資産が歳入の何

年分に相当するかがわかります。 

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計 ／ 歳入総額 

※歳入総額＝資金収支計算書各部の「収入合計」の総額と「期首歳計現金残高」の合計 

                                                                       （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

歳入額対資産比率 2.6 年 1.4 年 2.7 年 1.6 年 

歳入総額 11,585,381 30,844,668 10,826,251 27,318,461 

資産合計 29,649,221 44,656,411 29,670,080 44,500,147 
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④資産老朽化比率 

 有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物、工作物等）の取得価額に対する減価償却累計

額の割合をみることにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかがわかり

ます。 

資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 ／ (有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額) 

                   （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 普通会計 

資産老朽化比率 59.6% 58.6% 

減価償却累計額 25,457,400 24,561,712 

有形固定資産合計 25,336,129 25,415,955 

土地 8,096,228 8,091,489 

 

⑵ 世代間公平性  ～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～ 

 

①純資産比率 

資産に対する純資産の割合をみることにより、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な

資源をどの程度蓄積したかがわかります。 

純資産比率 ＝ 純資産合計 ／ 資産合計 

                                                      （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

純資産比率 53.3% 50.2% 54.4% 49.8% 

純資産合計 15,810,266 22,398,360 16,135,339 22,152,556 

資産合計 29,649,221 44,656,411 29,670,080 44,500,147 

 

②社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）  

 社会資本等についての将来の償還等が必要な負債による形成割合をみることにより、社会資本等

形成に係る将来世代の負担の比重がわかります。 

  社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）＝（地方債残高＋未払金）／（公共資産＋投資等） 

＊上記地方債残高からは、公共資産整備に充当されない地方債残高を除く。 

＊上記投資等からは、公共資産整備に充当されない基金残高を除く。 

                         （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 普通会計 

将来世代負担比率 18.1% 17.9% 

地方債残高 9,560,486 9,148,507 

翌年度償還予定地方債 1,158,920 1,226,977 

物件の購入に係る長期未払金 13,065 147,328 

物件の購入に係る未払金 127,204 29,726 

公共資産整備に充当されない地方債残高 5,822,008 5,531,049 

公共資産合計 26,001,473 26,183,490 

投資等合計 1,890,659 1,889,840 

公共資産整備に充当されない基金 20,000 20,000 
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⑶ 持続可能性（健全性）  ～財政に持続可能性があるか（どれくらい借金があるのか）～ 

 

①負債及び市民一人当たり負債額 

市民一人当たり負債額 ＝ 負債合計 ／ 住民基本台帳人口 

                                                                  （単位：千円） 

  
    平成 27 年度 平成 26 年度 

    普通会計 連結 普通会計 連結 

負債合計     13,838,955 22,258,051 13,534,741 22,347,591 

住民基本台帳人口     22,409 人 22,840 人 

市民一人当たり負債額     618 993 593 978 

 

⑷ 効率性  ～行政サービスは効率的に提供されているか～ 

 

①市民一人当たり行政コスト 

市民一人当たり行政コスト ＝ 純経常行政コスト ／ 住民基本台帳人口 

                                                                                （単位：千円） 

  
  平成 27 年度 平成 26 年度 

  普通会計 連結 普通会計 連結 

純経常行政コスト 
 

9,301,971 12,980,443 8,487,138 12,253,363 

住民基本台帳人口   22,409 人 22,840 人 

市民一人当たり行政コスト 415 579 372 536 

 

②市民一人当たり人件費・物件費等 

「人にかかるコスト」と「物にかかるコスト」の合計額を市民一人当たりでみることにより、経

常的な行政活動に係る効率性がわかります。 

市民一人当たり人件費・物件費等 ＝ 人件費・物件費等 ／ 住民基本台帳人口 

                                                                                （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

人件費等 2,442,747 2,890,926 2,225,614 2,975,560 

物件費等 1,669,305 3,276,710 1,693,568 3,219,728 

住民基本台帳人口 22,409 人 22,840 人 

市民一人当たり人件費・物件費等 184 275 172 271 

 

③行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する割合をみることにより、どれだけの資産でどれだけの行政サービス

を提供しているかがわかります。 

行政コスト対公共資産比率 ＝ 経常行政コスト ／ 公共資産合計 

                                                                              （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

行政コスト対公共資産比率 36.8% 58.0% 33.6% 56.4% 

経常行政コスト 9,579,138 22,322,022 8,789,645 21,769,525 

公共資産合計 26,001,473 38,495,545 26,183,490 38,615,696 
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⑸ 弾力性  ～資産形成を行う余裕はどのくらいあるか～ 

 

①行政コスト対税収等比率 

税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの割合をみることにより、資産形成の伴わない純

経常行政コストにどれだけ使われたかがわかります。 

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト ／ 税収等 

                                                                        （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

行政コスト対税収等比率 91.4% 86.9% 84.9% 83.2% 

純経常行政コスト 9,301,971 12,980,443 8,487,138 12,253,363 

純資産変動計算書：税収等 10,174,882 14,944,568 9,998,557 14,730,761 

  一般財源 6,660,287 6,658,617 6,693,996 6,701,554 

  補助金等受入(その他一般財源) 2,256,407 6,392,034 1,986,444 6,078,656 

  減価償却による財源増 895,688 1,531,417 926,417 1,558,851 

  臨時財政対策債の当年度発行額 362,500 362,500 391,700 391,700 

 

 

⑹ 自律性  ～受益者負担の水準はどうなっているか～ 

 

①受益者負担の割合 

受益者負担比率 ＝ 経常収益（行政サービスに係る受益者負担） ／ 経常行政コスト 

                                      （単位：千円） 

  
平成 27 年度 平成 26 年度 

普通会計 連結 普通会計 連結 

受益者負担比率 2.9% 41.8% 3.4% 43.7% 

経常収益 277,167 9,341,579 302,507 9,516,162 

経常行政コスト 9,579,138 22,322,022 8,789,645 21,769,525 

 


